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社会保険労務士 

 さくら事務所便り 
 

平成 29 年 7 月号 

連絡先：〒2323-0052  

 横浜市港北区綱島東５－４－５－１０８ 

電話 ： 045-716-6080 
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今年度から新設された

「人事評価改善等助成

金」 

◆働き方改革の施策の 1 つ 

今年度（平成 29 年 2 月 1

日）から新設された雇用関係

助成金の 1 つに「人事評価改

善等助成金」があります。 

本助成金は、生産性向上に

資する人事評価制度と賃金

制度を整備することを通じ

て、生産性の向上、賃金アッ

プおよび離職率の低下を図

る事業主に対して助成され

るものであり、人材不足を解

消することを目的として創

設されました。 

今話題の“働き方改革”の

施策の 1 つだと言えます。 

◆支給額、支給要件は？ 

支給額が最大 130 万円（制

度整備助成：50万円＋目標達

成助成：80 万円）と大きいこ

ともあり、申請件数も増えて

いるようです。  

支給要件は以下の通りと

なっています。 

【制度整備助成】 

（１）人事評価制度等整備計

画を作成し、労働局長の認

定を受けること 

（２）認定された人事評価制

度等整備計画に基づき、整

備し実施すること 

【目標達成助成】 

（１）「制度整備助成」の措置

を実施すること 

（２）「生産性要件」を満たし

ていること 

（３）離職率を目標値以上に

低下させること 

（４）毎月決まって支払われ

る賃金を 2％以上増加させ

ること 

なお、（２）の「生産性要件」

を満たすには、支給申請等を

行う直近の会計年度におけ

る生産性がその 3 年前に比

べて 6％以上伸びていること

が必要であり、計算にあたっ

ては、厚生労働省のホームペ

ージでダウンロード可能な

「生産性要件算定シート」を

活用することでできます。 

◆手続きの流れ 

本助成金の大まかな手続

きの流れは、以下の通りで

す。 

（Ａ）「人事評価制度等整備

計画」の作成・提出…提出期

間内に本社の所在地を管轄

する都道府県労働局へ提出 

（Ｂ）認定を受けた「人事評

価制度等整備計画」に基づく

人事評価制度等の整備…労

働協約または就業規則に明

文化することが必要 

（Ｃ）人事評価制度等の実施

…すべての正規労働者に実

施することが必要 

（Ｄ）制度整備助成の支給申

請（50 万円支給） 

（Ｅ）目標達成助成の支給申

請（80 万円支給） 

 

女性の就業率や管理職割

合に関する地域差につい

て 

◆女性の就業率が過去最高

に 

政府は、平成 29 年版「男

女共同参画白書」を閣議決

定しました。この白書は、

男女共同参画基本法に基づ

き作成している年次報告書

で、今年は女性活躍推進法

施行後の現状と課題につい

て特集しています。 

同白書によると、平成 28

年の 15～62 歳の女性の就業

率は 66.0％で、過去最高と

なりました。これは男女雇

用機会均等法が施行された



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和 61 年（1986 年）の

53.1％から約 13 ポイント上

昇したことになります。 

◆地域別の就業率は？ 

都道府県別でみると、平

成 27 年時点の女性の就業率

は、福井県（72.8％）が最

も高く、次いで富山県

（72.2％）、島根県

（71.8％）となっていま

す。北陸地方が高い理由と

しては、２世代・３世代で

一緒に住んでいる家庭が多

いため、子育ての負担が軽

減でき、出産後も仕事に復

帰しやすい環境が整ってい

ることなどが挙げられてい

ます。 

また、就業率が低いの

は、奈良県（58.5％）、兵庫

県（60.6％）、大阪府

（61.2％）となっていま

す。福井県と奈良県の差が

16.3 ポイントもあることか

ら、地域によってばらつき

があることがわかります。 

◆海外では北欧が上位 

また、海外諸国と比べる

と、日本は OECD（経済協

力開発機構）35 か国中 16

番目（OECD 平均は

58.6％）です。 

なお、最も高い国はアイ

スランドで 81.8％、以下、

スイス、スウェーデン、ノ

ルウェーと続いており、北

欧諸国は女性が働きやすい

環境が整っていると言えま

す。 

◆2020 年までに女性管理職

を 30％に！ 

女性管理職の割合は全国

平均で 13.2％となっていま

す。高知県（21.8％）と青

森県（20.3％）では 20％を

超える一方で、滋賀県、石

川県（ともに 8.0％）など

10％未満の地域が 6 県あ

り、地域によって大きな差

があります。 

女性活躍推進法が施行さ

れて 1 年が経ち、政府は

2020 年までに女性管理職

の割合を「30％」にすると

の目標を掲げていますが、

今後は女性活躍に関する目

標設定や情報の見える化を

さらに進めるよう促してい

くとしています。 

 

7 月の税務と労務の手続

期限［提出先・納付先］ 

10 日 

○ 健保・厚年の報酬月額算

定基礎届の提出期限［年

金事務所または健保組

合］＜７月１日現在＞ 

○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 特例による源泉徴収税額

の納付＜１月～６月分＞

［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取

得届の提出［公共職業安

定所］＜前月以降に採用

した労働者がいる場合＞ 

○ 労働保険一括有期事業開

始届の提出［労働基準監

督署］＜前月以降に一括

有期事業を開始している

場合＞ 

○ 労働保険の今年度の概

～当事務所より一言～ 

 

算保険料の申告と昨年度

分の確定保険料の申告書

の提出期限＜年度更新＞

［労働基準監督署］ 

○ 労働保険料の納付＜延納

第１期分＞［郵便局また

は銀行］ 

18 日 

○ 所得税予定納税額の減額

承認申請＜６月 30 日の

現況＞の提出［税務署］ 

○ 障害者・高齢者雇用状況

報告書の提出［公共職業

安定所］ 

31 日 

○ 所得税予定納税額の納付

＜第１期分＞［郵便局ま

たは銀行］ 

○ 労働者死傷病報告の提出

［労働基準監督署］＜休

業４日未満、４月～６月

分＞ 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告

書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安

定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出

（雇用保険の被保険者で

ない場合）＜雇入れ・離職

の翌月末日＞［公共職業

安定所］ 


